
教員の確保の現状と課題
学校教育課

1

資料１



教員の確保の現状と課題

１教職員定数について
２教員確保の現状
３今後の見通し
４定年引上げについて
５教員の確保の課題と取り組み

2



教員の確保の現状と課題

１教職員定数について
２教員確保の現状
３今後の見通し
４定年引上げについて
５教員の確保の課題と取り組み

3



１教職員定数について

教職員定数
①基礎定数（標準法で規定）
学級数に応じて機械的に決まる数

②加配定数（予算措置）
政策目的に応じて配分される数
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１教員定数について

①基礎定数（標準法で規定）
学級数に応じて機械的に決まる数

『小中学校及び義務教育学校教職員定数配当方針』
『教員定数配当基準表』
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１教員定数について
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主任



１教員定数について

校⻑
１

12

養護
教諭
１

学級対応教員
１０

学級数８(担任）

教頭 教務
主任

校務主任
（担任兼務）



１教員定数について

②加配定数（予算措置）
政策目的に応じて配分される数

例）少人数指導授業対応教員、外国語専科教員
教科担任制専科教員、通級指導教室担当教員

『小中学校及び義務教育学校教職員定数配当方針』
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１教員定数について

教職員定数 小1,272 中731
①基礎定数 小1,165 中621
②加配定数 小 107 中110

※R5年度始業式時点
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２教員確保の現状（令和５年度）

教職員定数 小1,272 中731
正規教員 小1,224 中691

（本務者・再任用含む）
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２教員確保の現状（令和５年度）

教職員定数 小1,272 中731
正規教員 小1,224 中691

（本務者・再任用含む）

欠員補充 小 48 中 40
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２教員確保の現状（令和５年度）

教職員定数 小1,272 中731
正規教員 小1,224 中691

（本務者・再任用含む）
補充者（内数）

欠員補充 小 48 中 40
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２教員確保の現状（令和５年度）

教職員定数 小1,272 中731
正規教員 小1,224 中691

（本務者・再任用含む）
補充者（内数）小 97 中 61
欠員補充 小 48 中 40

21



２教員確保の現状（令和５年度）

教職員定数 小1,272 中731
正規教員 小1,224 中691

（本務者・再任用含む）
補充者（内数）小 97 中 61
欠員補充 小 48 中 40
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２教員確保の現状（令和５年度）

教職員定数 小1,272 中731
正規教員 小1,127 中630
常勤講師 小 145 中101

11.4％ 13.8％
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２教員確保の現状（令和５年度）
•未補充状況の推移

※特に記述がない場合は始業式時点 24

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５
小学校必要数 １４３ １４９ １３７ １４５

未補充 ０ ０ ２ ２
中学校必要数 ８６ ９５ １０６ １０１

未補充 1 １ ３ ４



２教員確保の現状（令和５年度）

•未補充状況の推移
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Ｒ４ Ｒ５
４月 9月 12月 ４月 9月 12月

小学校必要数 １３７ １５０ １５６ １４５ １５６ １６７
未補充 ２ ２ １０ ２ １０ ２０

中学校必要数 １０６ １１２ １１５ １０１ 105.5 107.5
未補充 ３ ４ ８ ４ 8.5 10.5
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３今後の見通し
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出産休暇
取得者数

休職者数

療養休暇
取得者数

育児短時間
勤務者数

育児休暇
取得者数

教員採用
試験倍率

新規
採用者数
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教員の確保を左右する
様々な数字（例）



３今後の見通し

・休職者の数は拡大傾向にある。
年度をまたぐ休職者（前年度継続者）が増えて

いることは、年度当初の補充者が不足する原因の
一つになっている。

28

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５.12末
休職者数

（ ）内：前年度継続
１２
（４）

１２
（４）

２１
（６）

１７
（１１）



３今後の見通し

・豊橋市立小中学校教員と豊橋市職員の
心の不調による病気休職の比較（R4年度）
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豊橋市 全国

小中学校教員 ０.８％
※１

０.７％
※２

市役所職員 １.０％
※３

１.２％
※３

※１ 心の不調による休職者16人
÷正規教職員1891人

×100
※２ 令和4年度公立学校教職員の

人事行政状況調査より
※３ 総務部人事課より



３今後の見通し

・出産休暇、育児休業の取得者数は、近年増加傾
向にある。
・父親の育児休業取得者が増えており、補充者の
必要数が増えると予想される。

※産育休取得者数は始業式時点、父親の育休は年度内延べ数
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H22 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５.12
産育休取得者 32 119 131 127 168

父親の育休取得者 ― ０ ４ ７ 12



３今後の見通し
・教員採用試験の倍率は低下傾向にある。
・不合格者の数は減少しており、講師登録者の増
加は期待できない。

※倍率＝受験者／（合格者+繰上者） R6は繰上者０で算出 31

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
小学校の倍率 2.9 2.9 2.4 2.0 2.2
採用予定数 740 740 850 900 800
繰上者 50 42 61 89 ―

不合格者数 1559 1448 1255 1020 953



３今後の見通し

32

講師登録者の現状
11月から募集開始
学校教育課HPや
広報「とよはし」等で情宣

これまでの登録者
４６０名（１２月末）



３今後の見通し

・定年の引き上げにより、２年に一度退職者がい
ない年ができ、その分の教員が確保できる。

（制度の詳細は後ほど）

※定年退職者：R4までは実数、R5からは見込み数
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Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10
退職年齢 60歳 61歳 62歳 63歳
定年退職者 31 52 0 30 0 38 0 38
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４定年引上げについて

「地方公務員法等の一部を改正する法律」
（令和３年６月公布 令和５年４月１日施行）

「職員の定年等に関する条例等の一部を改正
する等の条例」

（令和４年10月公布 令和５年４月１日施行、一部公布日施行）
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４定年引上げについて

①令和５年４月から２年に１歳ずつ定年を引き上
げ（令和５年４月の定年年齢は原則61歳）、令和
13年４月に65歳となる。

② 60歳に達した管理監督職の職員は管理監督職以
外の職に降任等をする管理監督職勤務上限年齢制
（いわゆる役職定年制）が導入される。
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４定年引上げについて

③定年前の60歳以降の職員が一旦退職した上で短
時間勤務に移行する定年前再任用短時間勤務制等
が導入される。（介護、健康上の理由がある場合のみ）
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４定年引上げについて
①定年引き上げ
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４定年引上げについて
②役職定年制の導入
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５教員確保の課題と取り組み

41

教員の確保を左右する
様々な数字（例）

出産休暇
取得者数
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療養休暇
取得者数

育児短時間
勤務者数

育児休暇
取得者数

教員採用
試験倍率

新規
採用者数

退職教員数

臨時免許
取得者数

講師
登録者数



５教員確保の課題と取り組み
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常勤講師に
頼らない
体制作り

国・県へ
の要望

・『標準法』の見直しによる学級対応分教員の増員
・『小中学校及び義務教育学校教職員定数配当方針』
および『教員定数配当基準表』の見直し

・教員定数における正規教員の割合を高める
→新規採用者数の拡大

・県独自の措置による学級対応分教員の増員

市の
取り組み



５教員確保の課題と取り組み
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教員採用試
験受験者増
加のための
取り組み

国・県へ
の要望

・愛知県で教職に就くことの魅力の発信
・教員採用試験に県外の会場を設定する

市の
取り組み

・教育実習を通して、将来教師として子どもの前
に立つ姿を思い描けるように指導支援する

・市内小中学校に任用している講師に教員採用
試験の受験を勧める

・教師が子どもに対して、その職の魅力を姿で見
せることが最大の魅力の発信であることを意識
させる



５教員確保の課題と取り組み
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常勤講師
登録者を
増やす取
り組み

国・県へ
の要望

・ペーパーティーチャー相談会等の実施
・特別免許状、臨時免許状の検定条件の緩和

市の
取り組み

・広報『とよはし』等での宣伝
・講師募集チラシの作成、配付

例）県内で教員免許状を取得できる大学
市内の図書館

・教員採用試験不合格者への積極的なアプローチ
例）愛教大再チャレンジガイダンスへの参加

教育実習生への講師登録の呼びかけ



５教員確保の課題と取り組み

45

療養休暇取
得者、休職
者、中途退
職者数減少
のための取
り組み

国・県へ
の要望

・メンタルヘルスチェックの確実な実施と必要な
措置の充実

・スクールロイヤー制度の拡充

市の
取り組み

・異動１年目や、他県他市出身の一人暮らしの
教員を、管理職をはじめ、職場全体で支える
体制作り
→拠点校指導員による情報の共有

・教職員の配置の工夫



５教員確保の課題と取り組み
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働き方改革
をより一層
進めるため
の取り組み

国・県へ
の要望

・加配教員の定数化
・教職員の複数配置基準の緩和
・教科担任制推進分専科加配の教科条件の緩和
・学校を支える教職員の採用、拡大
例）校務補助員

市の
取り組み

・校務支援システムの導入
・留守番電話の導入
・市独自の学校を支える教職員の配置、拡大
例）教員業務支援員 教科担任制非常勤講師

生活サポート非常勤講師
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ありがとうございました


